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資料１－１

タンチョウ生息地分散行動計画の改定に係る作業内容について

２．計画改定の概要

• 重複表現を整理し、計画全体のスリム化を図った。

• 地域名について、新たに定義した呼称に修正。

全体

• 現行版「§２背景」に記されている策定の経緯を

本章に移動。計画の改定に関する経緯と説明を新

たに追加。

• 現行版「§２背景」に記されているタンチョウの

個体数や生息状況の変遷など、分散行動に関連す

る背景説明を整理し本章に移動。

• 保護増殖事業計画との関係や位置づけ、「第４章

目標達成に向けた具体的な行動」と「第５章実

施計画」の関係等について説明。

第１章 背景と計画の位置づけ

• 本計画の目標達成に向けて必要となる行動につ

いて詳細を記載。

• 「第５章実施計画」の項目立てにあわせて、

本章の項目立ても再編。

• 現行版の「§４行動計画」と「§５年次計

画」に掲載されている取り組み内容について実

現可能性もふまえ改めて整理を行いつつ、統合。

重複内容は整理の上、記載。

• 記載の順序を繁殖期→越冬期→給餌の項目旬に

変更

第４章 目標達成に向けた具体的な行動

• 生息地分散を進める上での問題点や解決が必要

な課題を記載。

• 課題が生じる“背景”や、解決のための“取り組

み”については、適宜、第２章や４章に移行。

第３章 生息地分散に関する現状と課題

• 繁殖生態、越冬生態等に関する内容を、それぞ

れ集約。

• 給餌場の管理運営等に関する配慮事項について

は、第４章に移行。

第２章 目標と方針

• 現行版「§1 本計画の目標」を第２章に移動

• 現行版「§3 分散の方針と課題」から、方針に

関する記述を抽出して本章に記載。

第５章 実施計画

• 現行版の「§５年次計画」に差し替える形で、

本章を配置。「§５年次計画」に記載されてい

た内容は、適宜、「第４章目標達成に向けた具

体的な行動」に移行して掲載。

• 第４章のうち、今後５年間に実施する項目を具

体的に整理。

• ５年経過した時点で進捗を評価できるよう、各

項目を簡潔な文章で表現しチェックリスト的に

確認できる構成とした。

• 取り組みの優先度を明確にするため、文頭に

記号（◎，○，□）を付記。

• 現行版の「§4 行動計画」および「§5 年次計画」について、進捗管理が可能な５か年の「実施計画」と

して整理し直し、「§5 年次計画」と差し替える。

• 「実施計画」として整理し直す中で、「§5 年次計画」の事項のうち盛り込まない事項については、

「行動計画」を中心に適切な箇所に転記・追記する。

• 「実施計画」は、関係機関・団体、研究者等が連携・分担して行う内容とし、取組の効果はモニタリン

グデータから設定可能な指標や基準に基づき評価を行う。

• 「背景」や「分散の方針と課題」についても、時点修正を含めた所要の修正を行う。

１．計画改定の方針（昨年度の検討結果）



3－1．繁殖生態および繁殖期の現状と課題

3－2．越冬生態および越冬期の現状と課題

3－3．給餌に関する現状と課題

3－4．農畜産被害

3－5．事故や人慣れに関する課題

3－6．生息域外保全の現状と課題

3－7．遺伝的多様性に関する課題

第３章生息地分散に関する現状と課題

３．構成変更のイメージ

§１．本計画の目標

2－1．行動計画策定の背景

§２．背景

2－2．タンチョウの繁殖生態

2－3．繁殖期の自然採食環境

2－4．タンチョウの繁殖現状

2－5．タンチョウの越冬現状

2－6．越冬行動特性

2－7．給餌環境

2－8．越冬期の自然採食環境

2－9．越冬期の塒環境

3－1．分散の方向性

§３．分散の方針と課題

3－2．農畜産被害の可能性

3－3．地域住民の理解

3－4．事故対策

3－5．人馴れ防止対策

3－6．生息環境の保全・創出等

3－7．繁殖地の人為的拡大

4－1．過度の集中の緩和

4－2．方向性を持った越冬分散

4－3．生息(繁殖及び越冬)適地の保全

4－4．生息域外保全

4－5．生息地分散に必要な調査の促進

§４．行動計画

4－6．実行体制

4－7．実行にあたっての合意形成

第Ⅰ期 (a) (b) (c) (d) (e) (f)

§５．年次計画

第Ⅱ期 (a) (b) (c)

4－1．繁殖地の分散促進

4－2．越冬地の分散促進

4－3．給餌場及びその周辺の集中緩和

4－4．生息域外保全

4－5．必要な調査・解析

4－6．実行体制の確立と普及啓発

第４章目標達成に向けた具体的な行動

第５章実施計画

5－1．繁殖地の分散促進

5－2．越冬地の分散促進

5－3．給餌場及びその周辺の集中緩和

5－4．生息域外保全

5－5．必要な調査・解析

5－6．実行体制の確立と普及啓発

2－1．本計画の目標

第２章目標と方針

2－2．本計画の方針

章レベルの移行

項目レベルの移行

1－1．タンチョウの生息状況の変遷

第１章背景と計画の位置づけ

1－2．計画の策定経緯と位置づけ



 

 

資料１－２ 

 

 

 

タンチョウ生息地分散行動計画 

（改定案） 

 

 

 

平成25年4月策定 

令和５年 月改定 

 

 

北海道地方環境事務所 

 

  



 

 

目次 

§１．背景と計画の位置づけ ................................................. 1 

１－１．タンチョウの生息状況の変遷 ........................................... 1 

１－２．計画の策定経緯と位置づけ ............................................. 2 

§２．目標と方針 ........................................................... 4 

２−１. 本計画の目標.......................................................... 4 

２−２. 本計画の方針.......................................................... 4 

§３．生息地分散に関する現状と課題 ......................................... 6 

３－１．繁殖生態および繁殖期の現状と課題 ..................................... 6 

３－２．越冬生態および越冬期の現状と課題 ..................................... 7 

３－３．給餌に関する現状と課題 ............................................... 8 

３－４．農畜産被害 ......................................................... 10 

３－５．事故や人馴れに関する課題 ............................................ 10 

３－６．生息域外保全の現状と課題 ............................................ 11 

３－７．遺伝的多様性に関する課題 ............................................ 11 

§４．目標達成に向けた具体的な行動 ........................................ 12 

４－１．繁殖地の分散促進.................................................... 12 

４－２．越冬地の分散促進.................................................... 13 

４－３．給餌場およびその周辺の集中緩和 ...................................... 16 

４－４．生息域外保全........................................................ 19 

４－５．必要な調査・解析.................................................... 19 

４－６. 実行体制の確立と普及啓発 ............................................ 21 

§５．実施計画 ............................................................ 23 

５－１. 繁殖地の分散促進.................................................... 23 

５－２. 越冬地の分散促進.................................................... 25 

５－３. 給餌場およびその周辺の集中緩和 ...................................... 26 

５－４．生息域外保全........................................................ 28 

５－５．必要な調査・解析.................................................... 29 

５－６．実行体制の確立と普及啓発 ............................................ 31 

参考文献 .................................................................. 32 



 

－ 1 － 

 

§１．背景と計画の位置づけ 

 

１－１．タンチョウの生息状況の変遷 

タンチョウは、日本、ロシア、中国で繁殖する大型のツルで、大陸では中国や朝鮮半島

での越冬が確認されている。現在、世界での生息数は、2,800～3,430羽と推定されている

（Momose & Momose, 2019）。 

国内のタンチョウは、明治時代中期まで北海道一円の湿地で繁殖し、本州まで渡り越冬

する個体もいたと考えられる。しかし、狩猟による乱獲や生息地である湿地の開発等によ

り、江戸時代後半から明治時代にかけて激減し、一時は絶滅したものと思われた。1920年

代に釧路湿原で十数羽が再発見され、地域住民らによる献身的な保護活動が行われてき

た。1935年（昭和10年）に繁殖地が天然記念物に指定され、同年釧路国丹頂鶴保護会が結

成されると、翌年にはドジョウの放流やソバの散布、セリの移植が実施された。給餌活動

も継続的に行われたものの、タンチョウはなかなか餌付かなかった。1950年（昭和25年）

に阿寒町の畑にまかれたコーンに餌付く個体が現れると、1952年（昭和27年）には大雪と

寒波をきっかけに急速に餌付いた。ただし、再発見以降も個体数の回復は進まず、この時

点でもわずか33羽が確認されるのみであった。こうした状況を受け、同年1952年（昭和27

年）には特別天然記念物に指定された。1962年（昭和37年）からは北海道の委嘱による地

域住民の給餌活動等によって少しずつ数が回復した。その後も冬期の給餌が継続的に行わ

れた結果、タンチョウの個体数劇的に回復し、2005年度（平成17年度）に1,000羽を超え

るまでに至った。2021年（令和3年）1月には北海道内で約1,800羽が確認されている（タ

ンチョウ保護研究グループ）。 

一方で、繁殖に適した湿地環境は、明治時代以後の開拓・開発により大幅に失われ、北海

道東部に残された湿地も 1950年代以降から減少が続いている。このような湿地環境の改変

が進む一方、個体数の回復に伴い、人とタンチョウとの距離が近づいており、近年では牧草

地や明渠排水脇等に営巣するつがいも確認されている。個体数の増加に伴い越冬地も自然

に分散していくことが期待されていたが、大半のタンチョウは大規模給餌場（環境省委託給

餌場（鶴見台、鶴居・伊藤タンチョウサンクチュアリ、阿寒）３箇所に北海道委嘱給餌場の

うち飛来数の多い音別給餌場、中茶安別給餌場２箇所を加えた５つの給餌場）周辺に集中し

て越冬している。現在、道央地域では 15羽程度の越冬が確認されるに留まっており、道北
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地域や十勝地域で繁殖する個体も、その多くが釧根地域の給餌場周辺に移動して越冬して

いる。 

そのため、タンチョウの生息地をより分散させ、まずは北海道内において給餌に依存しな

い複数の自然採食個体群の創出が求められる状況となっている。 

 

１－２．計画の策定経緯と位置づけ 

タンチョウは、1993 年（平成５年）に「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関

する法律」に基づく国内希少野生動植物種に指定された。同年に「タンチョウ保護増殖事業

計画」（以下「保護増殖計画」という。）」が策定され、給餌、生息地環境の整備、モニタリ

ング調査、傷病個体の収容・要因究明等の事業が実施されている。 

個体数が順調に回復する一方で、タンチョウが給餌場周辺に集中して越冬することが問

題となってきた。また、重篤な感染症が発症した場合、個体数が一気に減少するおそれがあ

る等の課題が生じていることから、給餌のあり方が再検討され、2007年（平成 19年）には、

具体的な給餌の方法等を含む「タンチョウの給餌に係る実施方針」（以下「実施方針」とい

う。）が定められた。実施方針では、人為的給餌に対して主に事故防止の観点から、給餌時

期や餌の種類、給餌位置、人馴れ防止等が規定された。 

その後、実施方針に基づく給餌のあり方の検討等も踏まえつつ、2013年（平成 25年）に

「タンチョウ生息地分散行動計画（以下「分散行動計画」という。）」が保護増殖計画に基づ

く計画として策定された。 

この分散行動計画に基づき、環境省委託給餌場（鶴見台、鶴居・伊藤タンチョウサンクチ

ュアリ、阿寒）（以下「三大給餌場」という。）において、過度の集中の緩和を目的とし、2015

年度（平成 27年度）より給餌量調整を実施した。三大給餌場における過度の集中は多少緩

和されたものの、三大給餌場周辺の利用が広がり、給餌場を利用しなくなった個体が周辺酪

農・畜産農家の敷地内に入り込むことによる農業被害等の懸念が生じている。 

分散行動計画の策定から８年が経過した 2020年度（令和２年度）には、分散行動計画策

定以降のタンチョウの生息状況の変化や、各主体の取り組みの進捗状況を評価するととも

に、課題と今後の方向性が検討された。その結果、「年次計画（第Ⅰ期および第Ⅱ期）」とし

て位置づけられている取り組みの進捗状況に差がある一方で、分散行動計画に記載されて

いない新たな展開も見られた。また、分散行動計画の評価手法等の設定、モニタリング手法
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の整理・開発、地域での合意形成と理解の醸成、目標の明確化と連携の強化、方向性を持っ

た取り組みの推進について再検討が必要とされた。そこで 2021 年度（令和３年度）には、

計画内容の進捗状況と課題を見直し、「年次計画」に代わる「実施計画」の策定を中心とし

た検討を行った。 

本計画は、上述の中間評価の結果やこれまでの検討結果、時点修正を踏まえ、分散行動計

画の見直しを行い、関係機関・団体で連携・協働して実施する「タンチョウ生息地分散行動

計画（改定版）」として改めてとりまとめたものである。 

 

なお、本計画の「第４章 目標達成に向けた具体的な行動」では、本計画の最終目標達成

のために必要な取り組みを網羅的に整理した。「第５章 実施計画」では、短期・中期的に

必要な取り組みとして、今後５年間で具体的に実施する事項を整理した。このため、５年間

が経過した時点で、タンチョウの分散状況や取り組みの進捗等も踏まえ、新たな実施計画を

策定するとともに、第４章およびその他の章についても、必要に応じて見直しを行うものと

する。 

また、本計画では、タンチョウの生息状況に基づき、地域単位を「釧根地域（釧路総合振

興局・根室振興局）、道北地域（宗谷・オホーツク総合振興局、留萌・上川振興局）、道央地

域（空知・石狩・胆振・日高振興局）、および十勝地域（十勝総合振興局 ※標識調査によ

り把握している移動実態から、音別給餌場周辺も含む。）の４地域を基本として整理のうえ、

とりまとめた。 
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§２．目標と方針 

２−１. 本計画の目標 

本種の生息のための諸条件を改善し、繁殖地および越冬地の分散を図ることにより、給餌

に依存しない個体群を絶滅の危機から回避できる規模まで創出し、タンチョウが自然状態

で安定的に存在できるような状態になることを最終的に目指しながら、本計画では道内に

おいて生息分散が確実に進むことを目標とする。 

 

２−２. 本計画の方針 

本計画の目標を達成するため、保護増殖事業計画も踏まえて、以下のような方針を掲げる。 

・できる限り広範囲に繁殖地を分散させるとともに、越冬個体群を釧根地域から離れた地域

に確立し、分離させることを優先する。そのうえで各地域における個体の集中を緩和させ

る対策を講じる。 

・現在の分布域内では、繁殖適地が不足していることから個体数の増加に伴い繁殖地におけ

る過密化が進んでいる。そのため、繁殖期の生息域を広げるために自然分散を促す取り組

みを講じていく。 

・越冬期においても、ねぐらや給餌場への過度の集中がみられる。そのため、現在とは異な

る越冬地を早急に創出する。ただし、越冬地間で、個体の交流があることによって伝染病

の拡散等が懸念されるため、地域個体群を分離させる対策を重視して進める。 

・将来的に積雪のない本州にまで南下させることを視野に入れつつ、まずは道内において自

然状態で安定的に存続できる個体群を創出する。 

・給餌については、暫定的措置と位置づけ、現在の推定生息数である約 1,800羽を下回らな

いよう個体群の自然成長は維持させつつも、給餌への依存度を徐々に減らしていけるよ

う順応的に実施していく。 

・単に現在の給餌場から周囲へ分散させるに留まらず、種の安定的存続のために給餌に依存

しない自然採食へと導く。 

・生息地および給餌場相互の分離・分散を促して安定化を図るとともに、空間的な広がりを

持たせることで感染症等のリスクに備える。 

・自然分散を促す取り組みを優先させつつ、進捗状況に応じて人為的な分散も考慮する。 

・新たな給餌を実施するにあたっては、その必要性や実施体制が分散行動計画に即している
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かどうかを慎重に検討し、実施の可否を判断する。 

・地域住民の献身的な保護活動によりタンチョウの個体数が回復してきた歴史を尊重し、地

域の理解と協力を得ながら取り組みを進めていく。タンチョウの保護を始めとした生物

多様性の保全につながるよう、地域密着型の事業により啓発的に取り組む。 
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§３．生息地分散に関する現状と課題 

３－１．繁殖生態および繁殖期の現状と課題 

タンチョウは通常、水位の高い低層湿原（ヨシ・スゲ湿原）、ときには中層湿原で営巣す

るが、近年は牧草地等の農地を利用する例が確認されている。卵・ヒナの捕食者については、

事例が少ないためはっきりしないが、キツネ（正富, 2000）のほか、カラス類、ワシタカ類、

外来種であるアライグマやミンク等も候補としてあげられる。タンチョウは湿原や干潟に

生息するさまざまな生物を採食する。食性に関する知見は多くないが、小林ほか（2002）は

食物目録に、動物群計 136項目、植物群計 46 項目をあげている。 

タンチョウは、かつては北海道全域で繁殖していたと考えられるが、現在は北海道東部の

湿原での繁殖が大多数を占めている。正富ほか（2007）によれば、2007年までの 20年間に、

釧根地域や十勝地域の湿地環境における営巣密度は急速に上昇していたが、近年はこれら

の地域での網羅的な調査が行われておらず、分布や繁殖状況についての十分な把握は進ん

でいない。主な分布域は釧根地域や十勝地域であるが、道北地域では 2004年（平成 16年）

から、道央地域では 2012 年（平成 24 年）から継続的に繁殖が確認されるようになってお

り、2020 年度（令和２年度）には、長沼町や苫小牧市でも明治期以来となる繁殖が確認さ

れるなど、繁殖地の分布は着実に広がっている。繁殖状況の把握については、分布の拡大に

伴い、年々その把握が困難になりつつある。 

営巣地の過密化に伴い、タンチョウの繁殖環境は質的・量的に変化している。繁殖期の問

題点としては、「繁殖適地の消失」「環境条件の悪化」「行動圏構造の変化」「密度効果」

「ヒトとの軋轢」の５点があげられている（正富・正富、2009）。そのため、道内において

繁殖地の分散を確実に進める必要がある。 

近年、再生可能エネルギーの導入が急速に進むなか、タンチョウの繁殖地やその周辺、今

後の分散・定着が期待される生息適地においても、太陽光発電施設や風力発電施設の建設適

地となり得ることから、タンチョウの生息地を分散させるためには、再生可能エネルギーの

建設計画を把握した際に、事業者や地方自治体と適切な情報交換を図りつつ、環境アセスメ

ント制度等も活用し、事業者へ適切な配慮を促す必要がある。 
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３－２．越冬生態および越冬期の現状と課題 

タンチョウは本来、冬期にも魚類や甲殻類、水棲昆虫等の小動物を餌とする。雪や氷に覆

われていない地面や、湧水で水面が開いている浅瀬、緩やかな流れにより凍結しない明渠や

小河川といった水場を、基本的な自然採食環境として利用する（環境省、2007）。ただし北

海道では、積雪や気温の関係でこうした場所は限られている。また、現在の個体数を維持で

きるだけの自然餌資源を有する湿地環境は十分に残されていないと考えられ、北海道のタ

ンチョウは給餌等の人為的な餌資源に依存する状況にある。 

越冬期のねぐらは、主に凍結していない水域（河川あるいは湧水地）で、日中の採食地か

ら遠くないこと、捕食者等からの安全性が保たれることなどが条件としてあげられる。集団

ねぐらとしては、河畔林が茂り、かつ大きく蛇行している比較的広い河川が好まれる。河川

以外には、温泉水を導入した池をねぐらとして利用した例がある。 

北海道のタンチョウも繁殖地と越冬地の間を移動するが、大陸と比べると移動距離は小

さい。移動距離の例としては、サロベツ原野で繁殖した個体が 324kmを移動した記録がある

（長谷部ほか, 2022）。春の移動は２月から４月にかけて行われ、つがいがやや早く繁殖地

へ移動し、前年生まれの幼鳥を主体とする若鳥は、遅くまで越冬地に残る傾向がある。秋季

の移動は 10 月を中心として８月下旬から 12 月まで続くが、年によっては１月でも繁殖地

付近に残る個体もある。 

標識個体の記録から、秋季の移動の際に繁殖地から越冬地まで同日のうちに移動した例

もあり、また越冬地へ向かう途中の採草地や放牧地、収穫の終わったデントコーン畑等で小

群を見かけることもあるが、移動経路、移動の際の中継地、およびそこでの行動等の細部に

ついては不明な点も多く残されている。引き続き標識個体の追跡観察や GPS 発信機の装着

等により把握を進める必要がある。釧根地域から十勝地域へ、さらに道北地域・道央地域へ

と繁殖地が広がりを見せているのに対し、越冬期にはこれらの個体の多くが釧根地域を中

心とした一帯を越冬地としている。 

近年、道央地域で周年生息する個体が徐々に増えており、2020 年度（令和２年度）から

開始している道央地域における越冬状況調査では、15 羽前後の越冬が確認されている。こ

の道央地域の越冬個体は、河川・湖沼や牧場等で採食しており、給餌に頼ることなく越冬し

ていることから、釧根地域と往来のない分離・独立した個体群となることが期待され、釧根

地域以外への越冬分散を促進していくうえで特に鍵となる存在である。 
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３－３．給餌に関する現状と課題 

（１）給餌の意義と問題点 

国内のタンチョウは、給餌によって、渡りによる損失や冬期の餌不足による自然死亡を免

れ、その結果個体数は短期間で回復した。本来の生息地である湿地環境を大きく失った現在、

広大な自然採食場所を求めることは難しく、今後も給餌の継続が必要な状況にある。また、

環境省委託給餌場については、タンチョウ保護の必要性や保護増殖事業の実施状況等につ

いて普及啓発を図るうえでも重要な役割を果たしている。しかし、給餌は予算等の社会状況

に応じて給餌量や事業の継続に変化が生じる可能性があるため、タンチョウが給餌に大き

く依存している限り、安定的に存続できる状態とはいえない。 

現在、大半のタンチョウは大規模給餌場周辺の限られた地域に集中して越冬しているた

め、重篤な感染症が発症した場合、個体数が一気に減少するおそれがある。また、人馴れが

進み、人の生活に近い場所を利用する個体が増えることによって、車両および電線等との接

触事故が生じるとともに、農作物・畜産飼料の食害や施設の破損等、人の生活に被害が生じ

るなどの問題が発生している。 

 

（２）各給餌場における課題 

現在、道内で給餌が行われている場所としては、環境省委託による三大給餌場のほか、北

海道委嘱による給餌場が 14箇所設置されている。また、私的な餌やりが行われている場所

もある。 

 それぞれの給餌場における現状と課題は以下のとおりである。 

 

①環境省委託給餌場（三大給餌場） 

鶴見台、鶴居・伊藤タンチョウサンクチュアリ、阿寒の各給餌場においては、「タンチ

ョウの給餌に係る実施方針」および分散行動計画を踏まえ、過度の集中の緩和を目的とし、

2015年度（平成 27年度）より給餌量調整を実施している。2015年度（平成 27年度）か

ら、2019年度（令和元年度）までの５年間は、2014年度（平成 26年度）の最大給餌量か

ら毎年 1割ずつ最大給餌量を削減する給餌量調整を行った。 

三大給餌場での現時点の最大給餌量は、2014年度（平成 26年度）比で５割以上の削減

となっている。2012 年（平成 24 年）には個体数の約 59％が三大給餌場に集中していた
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（正富ほか、2012）が、給餌量調整の成果もあり、多少緩和されてきている。2022年（令

和５年）の釧根地域におけるタンチョウの高病原性鳥インフルエンザの感染事例の発生

を受けて、三大給餌場の分散化・再配置に関する議論の必要性も生じている。また、三大

給餌場を利用する個体数は減少傾向にある一方で、給餌場を利用しなくなった個体が周

辺酪農・畜産農家の敷地内に入り込むことによる農業被害等の懸念が生じている。 

 

②北海道委嘱給餌場 

北海道が委嘱する給餌場は、釧路管内に 11箇所、根室管内に３箇所ある。歴史的経緯

もあり、環境省委託給餌場も含めて給餌場同士が地理的に近い位置にあったり、適当な越

冬環境がなかったりする所もある。一方で、音別給餌場と中茶安別給餌場の２箇所は飛来

数も多く、分散促進の観点から重要となっている。「分散行動計画」を踏まえ、一羽当た

りの給餌量が 0.3 ㎏を超えないよう調整されているが、給餌を地域住民の協力により実

施してきた経緯から、越冬分散を促進するうえでその配置を変更すべき箇所もある。一方、

給餌人の高齢化により給餌の継続が難しい箇所もあることから、個々の給餌場の配置、周

辺環境、農畜産被害、繁殖実態等について考慮した上、給餌量の調整や今後の継続の必要

性について検討していく必要がある。その際は、給餌人が果たしてきた役割や経緯、地域

的背景を考慮した上、給餌人の意志も十分に配慮する必要がある。 

 

③私的な餌やり（上記給餌場以外の餌やり） 

私的な餌やりは、タンチョウ保護増殖事業計画の趣旨に対する理解がないまま始まっ

たものが多く、場所によって餌の種類や餌やり時期もさまざまであり、与えている餌の量

も正確に把握できていない。今後、さらに情報を収集するとともに、タンチョウに悪影響

を及ぼしたり、農畜産被害の生じる可能性がある場合には、地元の自治体や農業関係団体

等とも連携し、その方法の改善を促したり、中止を呼びかける必要がある。また、人が多

く出入りする箇所での餌やりもタンチョウとの不必要な接触と病原体の拡散を招きかね

ないことから、地元の自治体とも連携し、中止の呼びかけ・指導を行う必要がある。 
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３－４．農畜産被害 

タンチョウは農耕地で採食することも多く、特に繁殖期である夏から秋にかけては、頻繁

に田畑への侵入がみられる場合もある。タンチョウによる農畜産被害の実態は質的・量的に

十分に把握されていない。地域住民の協力を得ながら実情を明らかにするとともに、得られ

た科学的知見を共有し、被害が懸念される場合は有効な防除策を検討する必要がある。 

越冬期、特に給餌場の周辺においても、主に酪農・畜産農家の敷地内への侵入といった問

題が生じているが、飼料管理の適正化により飛来羽数が大幅に減少した事例も確認されて

いる。また、繁殖期に入っても給餌場付近に残留する若鳥群によっても農作物の被害が生じ

ているため、保護増殖事業計画においても、追い払いや自然採食地への分散促進等の被害防

除策の必要性が記されている。 

タンチョウ生息地の分散が進めば、現在タンチョウが集中している一部地域での被害感

情が緩和される可能性はあるものの、これまで個体数が少なかった場所に分散したり、農

家・酪農家に居着く個体が増加したりすることで、新たな被害感情を生み出す可能性がある。 

そのため、分散の実施にあたっては、周辺環境に十分配慮するとともに、地域の農畜産業

関係者の理解と協力が得られるよう取り組む必要がある。 

 

 

３－５．事故や人馴れに関する課題 

タンチョウが人馴れすると、人の生活圏に頻繁に姿を現すようになるため、構造物や自動

車への接触事故の増加が懸念される。 

タンチョウの事故で近年最も多いのは交通事故である。交通事故は年間を通じて確認さ

れているが、特に越冬に備え給餌場のある道東に移動する時期にあたる 10～12月に多く発

生する。また、電線衝突事故は、かつては給餌場周辺で多く発生する事故であったが、主要

な給餌場周辺ではマーカーの設置等により視認性を高める取り組みを事業者が行い、近年

では減少している。 

また、タンチョウの分散が進むことで、新たな分散先では、撮影・観察等を目的とした不

用意なタンチョウへの接近による生息攪乱の影響が懸念される事例が確認されている。人

間とタンチョウとの適切な距離を保つために、観光利用等について一定のガイドラインを

設ける必要がある。 
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３－６．生息域外保全の現状と課題 

タンチョウの分布、特に越冬期の分布は、依然として釧根地域に偏っているため、感染症

のリスクに備え、野外個体群と交流のない飼育下個体群を確立・維持しておく必要がある。

タンチョウを飼育している動物園は複数存在するが、国内産のタンチョウを飼育している

園は少ない。また、現在飼育されている国内産タンチョウの大半は、釧路市動物園や阿寒国

際ツルセンターといった釧根地域内の施設に偏在しているため、釧根地域以外「域外個体群」

の確立を進めることも必要である。野外での傷病個体等は、釧路市動物園等で保護収容され

ているが、受入施設では満床状態が続いている。一定規模の飼育下個体群を維持するために

は、保護収容した傷病鳥の活用や飼育繁殖技術の確立・伝承が必要である。 

 

 

３－７．遺伝的多様性に関する課題 

現在、国内に生息するタンチョウは、かつて個体数の激減によるボトルネックを経て現在

の個体数に増加したため、遺伝的多様性は低い。ミトコンドリア DNAを対象とした研究によ

ると、国内産のタンチョウからは３つの遺伝子タイプしか見つかっておらず、また存在比率

はそのうちの一つに大きく偏っている。遺伝的多様性を維持・回復させるためには、こうし

た遺伝構成の不均衡を解消することが必要である。国内のタンチョウは、種としては大陸に

分布する個体と同一とされているものの、大陸個体群との遺伝的差異は十分に解明されて

いない。一方で、近年の調査研究では、北海道内において大陸由来のものと思われる遺伝子

タイプを持つ個体が発見され、北海道個体群と大陸型の個体との交雑の可能性も示唆され

ている。このため、まずはボトルネックをむかえる以前の遺伝子交流の有無を類推すること

が必要である。 
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§４．目標達成に向けた具体的な行動 

４－１．繁殖地の分散促進 

（１）繁殖地の定着状況に応じた取り組み 

繁殖の定着を促す対象地として、主に現在のタンチョウの生息密度が低い地域（道北地

域・道央地域・十勝地域の北部等）を想定する。１）近年に繁殖（定着）し始めたところ、

２）飛来・目撃情報等から定着が期待されるところ、３）将来的な繁殖地として候補となる

ところ、の３通りを想定し、以下の観点から、繁殖地の分散が確実に進むよう取り組みを進

める。 

・近年新たに繁殖行動が確認された場所において、より安定した繁殖が可能となるよう質的

な環境改善を行い、産出個体による周辺地へのさらなる拡充を促す。 

・畑や水田等における農業被害や、地域住民との軋轢に係る現状を把握し、適切な対策を検

討する。 

・釧根地域における近年のタンチョウの主な傷病要因が、自動車事故・列車事故であること

に鑑みて、その防止対策として、地域住民や関係機関・事業者へ普及啓発を行うとともに、

連携・協働して効果的な対策の検討・試行に取り組む。 

・繁殖に適した生息地改善に関するモデルを構築し、農業被害対応を含めたガイドラインを

作成して、地元の自治体や民間団体、地域住民への情報提供や普及啓発を行う。 

・タンチョウの生息密度が低い地域において、タンチョウの目撃情報を効率的に収集し、飛

来個体の特徴や繁殖行動の有無、定着の状況や可能性等を把握する。 

・過去の生息情報や、周辺地域における分布拡大状況を踏まえ潜在的な繁殖適地となりうる

候補地の整理・掘り起こしを行う。対象となる候補地については、周辺地域も含め、保全

に向けた社会的アプローチの方策を検討する。 

・遊水地等の環境整備においては、将来的なタンチョウの飛来・定着が期待できることから、

管轄する事業者や関係機関に対して情報提供や意見交換を行い、生息環境整備に対する

協力を求める。 

・以前からタンチョウの生息密度が高い釧根地域や十勝地域（主に南部）においても、繁殖

つがい密度の平衡、さらに低下が起きているとすれば、道北・道央地域等への個体の移出

による分散化が制約を受ける可能性があるため、繁殖状況や新たな繁殖地の分散状況の

把握に努める。 
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（２）繁殖環境の保全・改善 

新たな繁殖地への定着を促すにあたっては、地域の社会的理解を得ながら、タンチョウだ

けでなく広く生物多様性の保全に資するよう湿地環境の保全・改善に取り組む。 

・関係機関や地域住民等とともに自然採食地やねぐらとなりうる環境の保全・改善に向けた

取り組みを進めていく。 

・民間団体等の取り組みにより保全が図られている地域や、管理の結果が自然保護に寄与す

る地域については、OECM（Other Effective area based Conservation Measures：保護地

域以外で生物多様性保全に資する地域）制度の活用を視野に入れた保全策を検討する。 

・タンチョウの繁殖地や繁殖候補地において、太陽光発電施設や風力発電施設の建設が予定

されている場合には、事業者や地方自治体に対し当該地がタンチョウの生息適地であるこ

との情報を共有し、適切な配慮を求める。 

 

 

４－２．越冬地の分散促進 

（１）越冬期における地域個体群の確立と分離 

大規模給餌場との往来の無い（少ない）独立した地域個体群を確立するため、それぞれ

の地域の越冬個体数、越冬環境の把握に努め、自然採食地やねぐらとなりうる場所の存在

等を考慮しながら、各地域個体群を分離させるために必要な取り組みとして環境整備や誘

引等の対策を講じる。 

越冬期の地域個体群の確立を目指す地域として、道北地域、道央地域、十勝地域および

釧根地域の４地域を想定して整理し、それぞれの地域における個体群の分散・分離策は、

以下のとおりである。 

 

①道北地域の個体群の分離 

・道北地域で繁殖する個体の多くは、越冬期には釧根地域の給餌場に合流していることが

知られている。道北地域の繁殖地と、越冬地である大規模給餌場との間で、これらの個

体を留めることができるような方策を講じることで、釧根地域の個体群から分離した地

域個体群の創出を促す。 

・給餌場への移動期（９～11月）に一時的に立ち寄っている中継地や移動ルートを把握し、
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新たな越冬地となりうる場所を抽出する。中継地の把握のために、地域にも協力をよびか

け目撃情報等を収集する。 

・中継地や移動ルートが特定できれば、その周辺に越冬に適した環境があるか、例えば不凍

河川があるか、冬季の餌資源があるか、数が増えても問題がないかといった情報を収集す

る。必要に応じて現地調査を実施する。 

・中継地や移動ルートの中から抽出した新たな越冬候補地において、その地域住民や関係団

体、自治体との関係構築に着手し、社会的側面からの受け入れ体制の構築を図る。 

・完全な分離ではなくても、できるだけ長い期間中継地に留まるよう足止めするなど、まず

は可能な範囲で分離状態を目指す。 

・中継地において滞在期間を延ばしつつ越冬地として確立するためには、適切な手段による

給餌（次項を参照のこと）を実施することも検討する。ただし給餌のみで中継地に留め置

くのではなく、周辺の自然採食地の保全・改善にも取り組み、自然採食地の利用を促して

いくことにも留意する。 

 

②道央地域の個体群の分離 

・道央地域で繁殖する個体は、冬期も釧根地域へ移動せず道央地域内（主に日高地方周辺）

で越冬していることが確認されており、このまま自然分散を促すことで釧根地域から分

離した地域個体群の確立を目指す。現在利用されている環境を引き続き把握しつつ、地域

住民に生息状況等の情報提供やヒアリングを行うなど、さらなる理解醸成と協力の推進

に向けた取り組みを進めていく。 

・越冬環境の保全・改善によって越冬を促進することとし、給餌に頼らない自然採食を基本

とする越冬個体群の確立に向けた取り組みを検討のうえ実施する。 

・現在越冬が確認されている日高地方周辺では今後、越冬する個体数が増加することで、農

業被害等の人間生活との軋轢が生じる可能性がある。問題が生じた場合に速やかに対応

できるよう関係する自治体や民間団体と連絡体制の構築を図るとともに必要な対策を検

討のうえ講じていく。 

 

③十勝地域の個体群の分離 

・十勝地域においても約 200 羽が既に越冬している状況であり、現在利用されている環境
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を把握しつつ、地域住民に生息状況等の情報提供やヒアリングを行うなど、タンチョウと

の共生に向けた取り組みを進める。 

・十勝川流域やその周辺地域で繁殖する個体が、越冬期にも十勝川流域の周辺で滞在するよ

う、利用環境の把握と環境整備を実施する。 

・音別給餌場においては、標識個体の観察から十勝方面からの飛来個体が多いことがわかっ

ている。北海道と連携して給餌場への移動期（９～11 月）において十勝～音別間におけ

る中継利用地点について調査し、無人給餌等により留まらせることができないか検討す

る。 

・音別給餌場に飛来する十勝地域の個体が、阿寒以東の給餌場まで移動しないよう、可能な

限り留め置く方策を検討するなど、音別給餌場と阿寒以東の給餌場との交流を低減させ

る取り組みを推進する。また、給餌場の位置の移動や、近隣に小規模給餌場を設置するこ

との有効性や実現可能性を検討する。 

 

④釧根地域内の分散の促進 

・釧根地域内においても、大規模給餌場およびその周辺（釧路市・鶴居村・標茶町等）で

越冬する個体を減らすために、新たな越冬地の創出を目指す。必要に応じて、刈残し等

によってタンチョウを誘引・定着させ、越冬を促進する。 

 

（２）越冬個体群の分離に向けた越冬地の創出・保全 

釧根地域からの分離を目指すうえで、新たな越冬地を創出・保全するための方策を検討す

る。 

・繁殖地の分布や移動期の利用環境、自然採食地やねぐらとなりうる場所の存在等を考慮し

ながら、社会的要件を含めて新規の越冬候補地のリストアップを行う。 

・候補地の情報を河川管理者や地方自治体に提供し理解の醸成に努めるとともに、特に越冬

地の分散の拠点となる自治体等と協力し、生息環境の保全・改善や社会的側面も踏まえた

受け入れの準備を行う。 

・主に酪農・畜産農家における農業被害や、地域住民との軋轢に係る現状を把握し、適切な

対策を検討する。越冬に適した生息地改善に関するモデルづくりに取り組み、農業被害対

応を含めたガイドラインを作成して、地方自治体や民間団体、地域住民への情報提供や普
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及啓発を行う。 

・生息環境の保全・改善にあたっては、地域住民らの理解と協力を得ながら取り組めるよう

努め、環境保全に関心を持つ市民等も活動に参加できるよう、啓発的な取り組みに努める。 

・個体の留め置きのための給餌は、行政のほか、地域住民による取り組みも想定されるが、

実施に際しては、タンチョウ保護増殖事業の一環として実施されるよう留意しつつ、地元

の自治体や地域住民、農業関係団体等の理解・協力を得ることを前提とし、「タンチョウ

の給餌に係る実施方針」に準じた一定の水準のもと実施するよう緒生する。また、必要に

応じてガイドラインの策定と登録に係る仕組みの検討も行う。 

・給餌を分散促進手法として活用する際には、既存の給餌場における給餌量や給餌時期との

調整を行うとともに、自然採食できる場所の確保についても検討する。 

・利用環境における自動車事故・列車事故発生の可能性を検証し、その可能性が高い場合に

は、地域住民や関係機関・事業者への普及啓発を行うとともに連携・協働して効果的な対

策の検討・試行に取り組む。 

 

 

４－３．給餌場およびその周辺の集中緩和 

（１）給餌場における集中の緩和 

給餌量調整の結果、環境省委託給餌場を利用する個体数は減少傾向にある。引き続き当該

給餌場を含めた大規模給餌場について分散化を図る。 

 

①給餌量調整 

・三大給餌場の利用個体数を減らして過度の集中を緩和させるとともに、北海道委嘱給餌場

のうち 100羽を超える規模の給餌場（現在は音別給餌場と中茶安別給餌場）についても、

給餌量調整を行う。 

・タンチョウが給餌に大きく依存するのは１－２月の厳冬期であり、この時期の給餌量調整

が効果としては出やすいものの、うまく他の給餌場に移動できない等、給餌に依存する個

体に対して大きな損失をもたらす可能性がある。個体数の減少につながることがないよ

う、タンチョウの行動圏（給餌場の探索圏）に基づいて飛来数や給餌場間の行動等を調査

し、その結果をもとに適宜削減量を見直すなど適切な給餌量について慎重に検討する。 
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・給餌場を有することで、冬期に多数のタンチョウが集まる鶴居村、釧路市（旧阿寒町、旧

音別町）、標茶町等の市町村や関係団体（農業、観光業等）、および北海道等の関係機関と、

給餌の現状や課題に関する意見交換の場を継続的に設け、給餌の方針等について合意形

成を図る。 

 

②感染症対策 

・感染症が発生した場合に給餌を停止することは、感染した個体を他の給餌場や周辺農家に

拡散させる可能性があることから、感染症の発生状況を踏まえ、適切に給餌を継続させる。

ただし、初冬の給餌開始直前に発生した場合には、個体を集中させることを防ぐため、給

餌開始の延期も検討する。 

・大規模給餌場で高病原性鳥インフルエンザウイルスが発見された場合に備え、「野鳥にお

ける高病原性鳥インフルエンザに係る対応技術マニュアル」に基づく対応を基本としつ

つ、感染拡大防止のために餌を分散して撒き、群れの密度を下げるなど、給餌方法を工夫

する。 

・より現場実態に即した防疫対策を実行するため、タンチョウにおける高病原性鳥インフル

エンザ対応に特化したマニュアルを作成する。 

 

③給餌場の分散化・再配置 

・給餌場を訪れる個体は複数の給餌場を使う場合があることを踏まえて、各給餌場への飛来

数や給餌場間の移動等から類推したタンチョウの行動圏（給餌場の探索圏）に基づいて、

複数の給餌場を「給餌場群」として位置づける。各給餌場群における給餌量その他の目標

設定を行うことも検討する。 

・給餌場間で相互に交流がある限り、感染症等に対するリスクは払拭できない。そのため、

給餌場群間でそれぞれ独立して生息できるよう、必要に応じて給餌場を再配置する。 

・大規模給餌場への集中を緩和させるために、既存の給餌場を分散・再配置させるなど分散

促進のための給餌体制へと転換する。 

・現在の大規模給餌場周辺に存在する複数の小規模給餌場について、北海道と連携してタン

チョウのみが誘引され、かつ複数個体が終日定着できるような（大規模給餌場を利用しな

いような）無人給餌手法について検討する。 
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・北海道と連携して、給餌量と利用羽数、タンチョウ以外の生物に関する誘引状況について

把握し、タンチョウ以外の生物を誘引しないような給餌手法の開発と適正な給餌量の調

整に努める。 

 

（２）給餌場周辺における対策 

①給餌場周辺における自然採食地の整備 

・給餌に大きく依存している限り安定的な存続とはならないことから、単に現在の給餌場か

ら周囲へ分散させるだけでなく、自然採食地の整備手法について検討を進め、自然採食へ

の転換を促進する。 

・大規模給餌場を利用する個体が、どのように周辺の自然採食地との間を行き来しているか

把握するとともに、できるだけ多くの個体を自然採食へと誘導して、大規模給餌場の利用

率を下げる。民間団体が行っている自然採食地整備等と連携して、汎用性のある整備手法

を検討する。また、検討結果に基づいて他地域へも応用する。 

・北海道と連携して北海道委嘱給餌場周辺の自然採食環境について調べ、必要に応じて好適

環境の創出を行って自然採食地の利用率を高める。 

 

②農業被害対策 

・給餌場周辺の農地におけるタンチョウの利用実態や、酪農業や畜産業に対する被害状況を

定量的に把握するとともに、必要に応じて農地や敷地内からの追い払いが適切に行われ

るよう、マニュアルの整備や普及啓発を図る。 

・関係行政機関、民間団体、地域住民と連携して、給餌量を減らすことによる影響の検討お

よび農業被害等の意図しない影響を軽減もしくは起こさせないための無人給餌や刈り残

しといった分散給餌の手法の検討・試行もあわせて行う。 

 

③事故対策 

・釧根地域における近年のタンチョウの主な傷病要因が、自動車事故・列車事故であること

に鑑みて、その防止対策として、地域住民や関係機関・事業者への普及啓発を行うととも

に、連携・協働して効果的な対策に取り組む。 
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４－４．生息域外保全 

環境省が 2009年（平成 21年）に策定した『絶滅のおそれのある野生動植物種の生息域外

保全に関する基本方針』に則り、感染症の拡散等による個体群の消失を回避することや、将

来的な野外への人為的移入の必要性に備えることを目的として、生息域外保全を進める。 

・タンチョウの飼育・繁殖等の技術に関する知見を集積するともに、国内産のタンチョウを

対象として、飼育下個体群を確立する。 

・遺伝的な課題等も検討しつつ、従来から行われている保護個体の活用を軸にファウンダー

を確保し、道内を中心とする動物園での分散飼育が行えるよう体制を構築する。 

・飼育施設の協力のもと、傷病鳥等の保護収容を行う。満床状態の解消やトリアージの可

否について、保護収容が必要な個体の受け入れ体制や、継続的な飼育体制について今後

の方針を検討する。 

・将来的な必要性に備え、海外におけるツル類の人為的移入手法に関する事例を収集する。 

・保護個体を野外復帰させる等、飼育施設から放鳥する際には、標識装着等により行動を追

跡することで移動習性に関する知見を蓄積する。 

・飼育されている個体を活用し、タンチョウの生息状況や生息環境の保全状況、保護増殖計

画や分散行動計画に関する普及啓発を行う。 

 

 

４－５．必要な調査・解析 

（１）生息および分散状況の把握 

タンチョウの個体数の推移をモニタリングするとともに、生息状況や生息地の分散状況

の変化を把握し、分散促進に係る取り組みの効果や影響についても可能な限り評価するた

め、以下の取り組みを進める。 

・タンチョウの分布域の拡大に伴い、特に繁殖期については、全域を網羅した分布状況を

把握することが難しくなっている。そのため、セスナや UAV等を用いた調査、地上での

探索調査、聞き取り調査、一般市民からの目撃情報収集等、さまざまな手段を用いて効

果的に分布状況の把握に努める。また、個別の地域や異なる手法によって得た情報を収

集・統括し、全体の分布状況を把握する体制を構築する。複数年にわたって調査を実施
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する場合は、数年分の調査結果を適切に統合・処理できるように事前に計画するととも

に、目的に沿ったデータ解析が可能となるようとりまとめる。 

・一般市民からの目撃情報を効率的に収集・管理・分析するための体制を構築する。また、

既存の調査においても、スマートフォン等のモバイル端末を用いた現地入力方法を開発・

導入し、目撃情報を得る地域や時期の拡大を図る。 

・地方自治体、民間団体と連携して、越冬期における総数調査および分布調査を実施し、給

餌場での最大利用個体数や周辺環境利用状況等を調査するとともに、おおまかな個体数

推移、確認された個体の位置と規模、新たに分散している地点等について把握する。ただ

し、全数把握には多大な労力がかかることから、部分集団から全体を推測するなど、適切

な手法を検討し導入する。 

・冬期の給餌量を減らすことによる繁殖等への影響、および農業被害等の意図しない影響の

把握に努める。 

・傷病個体をはじめとする保護収容個体について、必要に応じて剖検等を行い、要因を特定

する。保護収容数および要因をとりまとめ、事故防止等の対策に活用する。 

 

（２）行動追跡および行動圏や利用環境の把握 

新たな生息地への分散および自然採食への転換を促進するため、タンチョウの行動を追

跡・分析し、行動圏や利用環境、自然採食地の利用形態等を把握する。 

・標識個体の目撃情報を収集・管理する体制を確立するとともに、これまでに収集されて

いる標識個体の情報をさらに整理・分析する。標識個体の動向から、繁殖期、越冬期、

および移動期（春・秋）の行動特性や、年齢等による移動分散の特徴、各地域間や給餌

場間の個体の移動状況等を解明する。 

・GPSテレメトリやバイオロギング等の手法を用いて、上記の行動を追跡・把握するととも

に、自然採食地およびねぐらの位置や利用状況等についても明らかにする。 

・直接観察、定点カメラや UAV等を用いた撮影により、高頻度に観察された自然採食地やね

ぐらの利用形態を把握し、自然採食地への誘導や分散候補地の抽出等に活用する。 
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（３）生息環境の調査および好適環境の把握 

タンチョウの生息にとって好適な環境を保全・改善するため、分散候補地を抽出するこ

とを目的として、潜在的な好適環境を分析し、新規定着に必要な自然環境および社会的条

件を把握する。 

・行動観察や行動追跡調査で得られた情報をもとに、タンチョウが利用している場所を、

タンチョウや河川生物等の専門家と現地踏査し、環境要件を検討する。魚類等の生物調

査により、可能な限り餌資源の質的・量的把握に努める。 

・GIS解析等により、タンチョウにとって好適な採食環境を推定する手法を検討する。 

 

（４）遺伝的解析 

国内のタンチョウは、種として大陸に分布する個体と同一とされているものの、大陸個体

群との遺伝的差異は十分に解明されていない。大陸個体群との遺伝的関係を明らかにする

とともに、北海道内の各地域間の遺伝子交流の程度を解析する。 

・標識調査や傷病個体の収容等に際して血液や組織片等の試料を収集するとともに、遺伝解

析に用いることができるよう、適切に保存・管理する。 

・研究機関の協力のもとで、マイクロサテライト DNA、ミトコンドリア DNA等をマーカーに

して、対立遺伝子や遺伝子型を判定し、大陸産個体の情報とあわせて解析することで、大

陸個体群との遺伝的関係を明らかにする。 

・北海道全体および各地域における、集団内の遺伝的多様性、および地域間の遺伝子交流の

程度を解析する。 

・研究機関の協力のもと、剥製や遺跡試料から DNAを抽出し、北海道のタンチョウ個体群が

ボトルネックを受ける以前の遺伝的多様性や遺伝的特徴を解明する。 

 

 

４－６. 実行体制の確立と普及啓発 

タンチョウの生息地分散を促進するために、タンチョウが生息する、または分散・定着が

期待される地域の住民や自治体、民間団体、研究機関、企業等と協力・実行体制を確立する。

そのために以下の取り組みを進める。 

・生息地分散に関わる関係者に対し、保護増殖検討会において、タンチョウの分散状況等や



 

－ 22 － 

 

分散行動計画に係る取り組みの進捗について定期的に報告・確認する。特に新規の分布・

目撃情報等について、保護増殖検討会の検討委員を始めとする関係者に情報を共有する。 

・国土交通省や農林水産省、北海道を始めとする関係省庁・地方自治体との情報共有体制を

確立し、必要な情報を共有する。また、企業や民間団体と、分散行動計画に沿った活動の

展開について、役割分担・連携体制を整理して確立する。生息域外保全については、日本

動物園水族館協会と、分散行動計画の意義や目的についての認識を共有し、連携して取り

組む。 

・一般市民からの参加協力を重視し、自然採食地やねぐら環境整備への参加・支援を促す。

また、タンチョウの生息地分散の必要性を普及啓発するとともに、目撃情報の提供を市民

に求め、取り組みへの参加を促す。  

・地域の自然資源や産業を踏まえた、より現実的・具体的な取り組みを実施する。加えて、

地域に根ざす民間団体等が地域住民の協力を得ながら本行動計画に基づいた活動が主体

的に進められるよう、各地域における取り組み状況の共有や地域間の連携促進と協力体

制を構築していく。 

・タンチョウ専門家の派遣や、地域でのシンポジウムの開催、パンフレットの作成等によっ

て、本行動計画の方向性と意義について広く社会的な理解が得られるよう普及啓発を進

め、地域住民や民間団体、地方自治体等さまざまな主体の活動を支援し、地域と連携して

取り組む。また、自然採食地やねぐら環境を市民レベルで創出し、維持・管理できるよう、

マニュアル等の作成を行う。 

・ツルにちなんだ地域や企業等、候補地の中でタンチョウを誘引したいと考えている自治体

や企業、民間団体等と連携したり協定を結び、環境保全のシンボルや CSR（Corporate 

Social Responsibility：企業の社会的責任）活動の一環や SDGsへの貢献、ESGに配慮し

た取り組みとしてタンチョウをとりあげて、生息環境の保全・改善に取り組む。 
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§５．実施計画 

第４章に記載した「目標達成に向けた具体的な行動」のうち、今後５年間に実施する事項

を「実施計画」として具体的に整理する。取り組みの優先度順に「◎」「○」「□」を文頭に

付した。 

実施計画の計画期間は、2023年度（令和５年度）から 2027年度（令和９年度）とし、５

年間が経過した時点でそれまでの取り組み実績を踏まえ、次期実施計画を策定するものと

する。 

 

５－１. 繁殖地の分散促進 

（１）繁殖地の定着状況に応じた取り組み 

○ 新たに繁殖分布が広がっている地域において、地元の自治体や地域住民の協力を得つ

つ、タンチョウの目撃情報をいち早く収集し、情報を管理・共有する体制を構築す

る。 

◎ 道北地域・道央地域において、UAV等による調査および一般市民からの情報収集等によ

って、営巣地点や繁殖状況を把握する。 

○ 道北地域・道央地域において、各地域の状況に応じた標識調査の手法・体制を行政機

関・関係団体とともに検討・構築し、試行する。 

○ 特に定着初期の繁殖地において、撮影・観察等による生息攪乱等、定着阻害要因を把

握する。監視を行う等、新規分散個体が着実に定着できるよう対処する。必要に応じ

て適切な捕食者対策を講じる。 

□ タンチョウの飛来が確認されている繁殖候補地において、地域住民や自治体に対し、

定着のための環境改善について理解促進・普及啓発を図る。 

□ 過去の生息情報や、周辺地域における分布拡大状況を踏まえ潜在的な繁殖適地を抽出す

る。また、タンチョウの繁殖適地であることについての理解促進・普及啓発を図る。 

□ 遊水地等の環境整備に際して、関係機関との意見交換を行い、生息環境整備に対する協

力を求める。 

○ 釧根地域および十勝地域において、セスナ調査、UAV等による調査を複合的に組み合わ

せ、営巣地の分布や繁殖状況を把握する。釧根地域のような営巣密度の高い地域にお

ける繁殖状況や営巣地分布の把握手段を確立させる。 
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（２）繁殖環境の保全・改善 

○ タンチョウの新規繁殖地および分散候補地において、自然採食地の保全・改善のモデ

ルを構築する。ガイドラインやマニュアルを作成し、配布する。 

□ タンチョウの生息地および分散候補地について、OECMの活用を踏まえ情報収集するとと

もに、自然共生サイトとしての登録等、OECMを活用した保全について検討する。 

○ 太陽光発電施設や風力発電施設の建設状況や建設計画の情報を収集し、状況を把握する。

環境アセスメントや適切な情報提供等を通じて、事業者や当該地の自治体に対して適切

な配慮を求める。 

○ 農業被害に関して、農林水産省や地方自治体の農業関連部署との連携を深めるとも

に、農業被害の発生状況を、調査や聞き取りによって把握する。 

□ 農業被害の発生地において、農家や自治体の理解促進・普及啓発を図る。各種補助金

等の活用により、タンチョウの存在を好意的に捉えてもらう取り組みを検討し、試行

する。 

□ 繁殖地において必要に応じて事故防止策を講じる。 

 

【繁殖地の分散促進に関する進捗評価】 

繁殖地の分散状況を評価するため、以下の項目について、本実施計画の実行期間内に情報

を収集し整理する。 

評価項目 指標 使用するデータ 

①繁殖地（営巣地）

の分布状況 

営巣地点の分布 ・セスナによる航空センサスデータ 

・地上での探索情報 

・UAVによる調査データ 

②繁殖期の個体分

布状況 

繁殖期における個体の

目撃情報 

・繁殖期における個体の目撃調査情報 

・一般市民からの提供情報 

③繁殖状況・繁殖 

成績 

雛数、巣立ち雛数、越冬

期の雛づれつがい数等 

・繁殖期における繁殖状況の観察情報 

・越冬期における幼鳥（を含む家族）の情報 
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５－２. 越冬地の分散促進 

（１）越冬期における地域個体群の確立と分離 

◎ 道北地域の個体群の確立を目指し、道北地域で繁殖する個体の移動ルートおよび中継

地の位置や環境を把握し、道北地域内での越冬候補地を検討・抽出する。 

◎ 道北地域で繁殖する個体が越冬期に大規模給餌場に合流しないよう、中継地等での越

冬促進のための方策を検討する。当該地域における社会的な受け入れ可能性について

調整を進める。 

◎ 道央地域の個体群の分離を目指し、道央地域における越冬場所・利用環境および越冬

状況を把握する。 

□ 道央地域、特に日高地方周辺における越冬地として利用されている地域の周辺住民や

自治体に対して、タンチョウの飛来状況やその利用環境について周知・普及を図り、

タンチョウの生息に係る理解促進、協力体制の構築を図る。 

□ 十勝地域の個体群の確立を目指し、十勝川流域等における越冬場所・利用環境および

越冬状況を把握し、越冬促進に向けた環境整備手法を検討する。 

□ 十勝地域における農業被害の現状を、調査や聞き取りによって把握する。また、周辺

住民や自治体のタンチョウの生息に係る理解促進・連携を深める。 

□ 音別給餌場に飛来する十勝地域の個体が、阿寒以東の給餌場に合流しないよう、可能

な限り留め置く方策を検討する。 

□ 釧根地域における大規模給餌場の周辺（釧路市・鶴居村・標茶町）以外の他地域にお

いて、繁殖地として生息している場所およびその周辺での越冬の可能性を把握・検討

する。 

□ 大規模給餌場の周辺（釧路市・鶴居村・標茶町）以外の他地域において、必要に応じ

て刈残し等によってタンチョウを誘引するなど、越冬地としての定着の促進を図る。

ただしエゾシカ等の他の生物を誘引しないよう十分に配慮する。 

 

（２）越冬個体群の分離に向けた越冬地の創出・保全 

□ 新たな越冬地の創出を目指す地域の周辺住民や自治体に対し、タンチョウの存在やその

利用環境について周知・普及を図り、タンチョウの冬期利用（越冬）に係る理解促進・

連携を深める。 
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□ 冬期の自然採食地およびねぐら環境の整備手法を確立し、周知する。 

□ 越冬期の農業被害や、地域住民との軋轢に係る現状を把握し、適切な対策を検討する。

農業被害対応を含めたガイドラインを作成して、地元の自治体や民間団体、地域住民へ

の情報提供や普及啓発を行う。 

□ 越冬地において必要に応じて事故防止策を講じる。 

 

【越冬地の分散促進に関する進捗評価】 

越冬地の分散状況を評価するため、以下の項目について、本実施計画の実行期間内に情報

を収集し、整理する。 

評価項目 指標 使用するデータ 

①市町村単位での分布

状況 

釧路地域以外の利用

状況 

市町村を単位とした集中・分

散度、生息確認のある市町村

数等 

釧路地域以外を利用する個体

数や割合 

・越冬分布調査（北海道）/メッ

シュ集計データ 

・冬期総数調査（タン保研）/地

点情報 

②区画（メッシュ）単位

での分布状況 

５kmメッシュを単位とした集

計値、個体数、確認のあるメ

ッシュ数、平均個体数等 

③地域個体群の集団サ

イズ 

各地域個体群の個体数・割合 ・標識目撃情報（冬期総数調査

時の給餌場および冬期総数

調査時の情報） 

④越冬場所の変化 個体の目撃地点の経年変化 ・標識目撃情報（冬期総数調査

時の給餌場および冬期総数

調査時の情報） 

⑤地域個体群間の交流 地域個体群間の個体の移動 ・標識目撃情報 

 

 

５－３. 給餌場およびその周辺の集中緩和 

（１）給餌場における集中の緩和 

◎ 冬期に多数のタンチョウが集まる鶴居村、釧路市（旧阿寒町、旧音別町）、標茶町等の

市町村や関係団体（農業、観光業等）、および北海道等の関係機関と、給餌の現状や課

題に関する意見交換の場を設け、給餌全般の方針等について協議する。 
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◎ 環境省委託給餌場（三大給餌場）について、利用個体数に関する目安の設定や給餌の方

針について継続して検討する。地元の自治体や民間団体が個別に検討・協議する給餌方

針を踏まえ、合意形成を図る。 

□ 環境省委託給餌場のうち、鶴居村の２か所の給餌場（鶴居・伊藤タンチョウサンクチュ

アリ、鶴見台）において、2021年度（令和３年度）～2023年度（令和５年度）の３年間

は、2021年度（令和３年度）の最大給餌量を維持する。その後、鶴居村とも協議の上、

給餌量調整の方針を改めて決定する。 

□ 環境省委託給餌場のうち、阿寒給餌場において、2024年度（令和６年度）まで前年度

比１割ずつ最大給餌量を削減する。その後は飛来個体数の状況を踏まえ給餌量調整を再

検討する。 

□ 北海道委嘱給餌場のうち、音別給餌場と中茶安別給餌場について、給餌量調整を継続実

施する。 

□ 給餌量調整の効果を検証する。個体数等の減少につながっていないか等、負の影響につ

いても動向を把握する。 

◎ 高病原性鳥インフルエンザ等の感染症が発生した際の給餌場における給餌体制や給餌方

法について検討・整理したマニュアルの作成を行う。作成したマニュアルは、関係機関

および給餌人に周知する。 

□ 給餌場の分散化や再配置についての方針を検討する。 

□ 分散給餌の際に、タンチョウ以外の生物を誘引しない手法を開発し、導入する。 

 

（２）給餌場周辺における対策 

□ 給餌場周辺で自然採食地を利用する個体について、利用環境や個体数等を把握する。 

□ 給餌場周辺の自然採食地およびねぐら環境の整備について、汎用性のある整備手法を検

討・確立する。 

□ 給餌場周辺の農家等へのタンチョウの飛来・立ち入り状況を把握しつつ、聞き取り調査

等により農畜産被害等の状況を把握する。 

□ 農地や敷地内からの追払いや侵入防止策が必要に応じて適切に行われるよう、マニュア

ルを整備して周知・普及を図る。 
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□ 給餌場周辺の農地や農家等への飛来軽減を目的として、無人給餌や刈残し等による分散

給餌の手法を検討し、試行する。 

□ 給餌場周辺において必要に応じて事故防止策を講じる。 

 

【給餌場およびその周辺の集中緩和の進捗評価】 

餌場およびその周辺の分散状況を評価するため、以下の項目について、本実施計画の実行

期間内に情報を収集し整理する。 

評価項目 指標 使用するデータ 

①給餌場の利用状

況 

各給餌場における

個体数（延べ総数、

最大値、平均値、飛

来日数等） 

・三大給餌場における個体数（環境省） 

・道の給餌場における個体数（北海道） 

②給餌場での滞在

状況 

給餌場利用個体数、

滞在時間 

・冬期総数調査時の個体数・標識個体情報（タ

ンチョウ保護研究グループ） 

・1 日複数回の飛来数調査・標識個体情報（鶴

居タンチョウサンクチュアリ・鶴見台） 

③給餌量調整の影

響 

各給餌場の給餌量、

1 羽当たりの給餌

量、給餌場周辺にお

ける生残率・繁殖

率・回収個体の栄養

状態（死亡率）等 

・釧根地域の繁殖情報 

・標識個体の確認情報 

・モニタリング対象の繁殖地を決めて巣立ち率

等を算出 

・冬期総数調査時の幼鳥割合 

・釧路市動物園における収容個体の剖検所見 

 

 

５－４．生息域外保全 

□ 飼育下個体群を維持できるよう、動物園等の飼育施設において一定の個体数を飼育す

る。 

□ 飼育施設の協力のもと、傷病鳥等の保護収容を行う。また、終生飼養となった保護個

体を活用し、飼育下個体群を維持する。 

□ 傷病鳥等の受け入れ体制や、継続的な飼育体制について今後の方針を検討する。 

□ 海外におけるツル類の人為的移入の事例についての情報を収集する。 
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【生息域外保全に関する進捗評価】 

生息域外保全の進捗状況を評価するため、以下の項目について、本実施計画の実行期間内に

情報を収集し、整理する。 

評価項目 指標 使用するデータ 

①飼育状況 各飼育施設での飼育数と

分布 

・各施設の飼育個体数、由来（国内産・大

陸産） 

 

 

５－５．必要な調査・解析 

（１）生息および分散状況の把握 

□ 繁殖期における目撃情報等を収集し、分布状況を把握する。繁殖期の営巣数や営巣地域

の変化・分散状況を把握する。 

◎ 異なる手法や個別の地域で実施した調査情報を収集・管理・共有・活用する手段を検討

する。 

◎ 一般市民からの目撃情報を効率的に収集・管理・分析するための手段を検討する。既存

の調査においても、モバイル端末等を用いた調査手法の導入を検討する。 

◎ 冬期越冬状況調査・越冬総数調査を継続して個体数および越冬期の分布状況を把握する。 

□ タンチョウの自然分散がさらに進むことも想定し、部分集団から全体個体数を推測する

など、現状を把握する適切な手法を検討する。 

◎ 給餌場での最大利用個体数や、給餌場周辺の利用状況等を把握する。 

□ 給餌量調整による集中緩和および分散促進の効果を分析・推測する。給餌量調整が個体

数の減少または増加率の低下につながっていないか動向を把握する。 

□ 保護収容個体について、必要に応じて剖検等を行うとともに、要因を特定する。 

 

（２）行動追跡および行動圏や利用環境の把握 

◎ 標識個体の目撃情報を用いて、各地域間の交流や利用環境を明らかにするため、標識

情報を収集・管理・共有する手段を検討する。 

□ GPSテレメトリやバイオロギング等の手法を用いて、移動経路や行動圏、各地域間や給

餌場間の個体の移動、自然採食地の利用形態等を明らかにする。 
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□ 直接観察、または定点カメラや UAV等を用いてタンチョウの行動を観察し、自然採食地

やねぐらの利用形態を把握する。 

□ 畑作地および水田における採食行動を観察し、農地を利用するタンチョウの行動特性を

把握する。 

 

（３）生息環境の調査および好適環境の把握 

□ 高頻度な利用が観察された場所について、現地踏査等により採食物を質的・量的に把握

する。 

□ 魚類等の生息状況等の生物的環境要件を調査・把握する。 

□ 不凍河川の分布や積雪量等の非生物的環境要件について GIS情報等を収集するとともに、

必要に応じて現地調査し把握する。 

□ タンチョウの歴史的な生息分布を調査・把握する。タンチョウに関する古い記録を収集・把

握し、対象地域への理解醸成や協力要請のための情報として整理する。 

□ 生物的・非生物的環境要件、および歴史的な生息情報等を踏まえ、分散候補地を抽出す

る。 

□ 地方自治体等への聞き取りにより、農業被害の内容や農家の心情等を把握する。 

 

（４）遺伝的解析 

□ 研究機関や民間団体の協力のもと、標識調査や傷病個体の収容時に、DNA分析用の試料

を収集する。収集した血液サンプル、抽出した DNAサンプル等を研究機関の協力のもと

で保管する。 

□ 将来的な分析や寄与しうる剥製や臓器、組織片等を収集する。 

□ 研究機関の協力のもとで、標識調査や傷病個体の収容等で採取・保存されたサンプルを

用い、マイクロサテライト DNA、ミトコンドリア DNA等をマーカーにして、集団内の遺

伝的多様性や地域間の遺伝子交流の程度を解析する。国内個体群だけでなく大陸産個体

の情報もあわせて解析する。 

□ 研究機関の協力のもとで、古い剥製標本や遺跡から出土した骨等から得た DNAを用い、北

海道のタンチョウ個体群がボトルネックを受ける以前の遺伝的特徴を解明する。 
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５－６．実行体制の確立と普及啓発 

○ 保護増殖検討会において、タンチョウの分散状況や分散行動計画に係る取り組みの進捗

について報告・確認する。 

○ 国土交通省や農林水産省、北海道を始めとする関係省庁・地方自治体との情報共有体制

を確立し、必要な情報を共有する。 

○ 企業や民間団体と、分散行動計画に沿った活動の展開について、役割分担・連携体制を

整理・確立する。 

□ 日本動物園水族館協会と、生息域外保全に関する取り組みの認識を共有し、協議等を実

施する。 

◎ 一般市民からの目撃情報を収集する手段を検討する。 

□ 分散行動計画の意義や方向性について、自治体や民間団体、地域住民等へ周知し、理解

の醸成を進める。 

□ 生息地の分散促進に関するシンポジウムや市民フォーラムを開催する。また、生息環境

整備に関するパンフレット等を作成し、配布する。 

□ 自然採食地やねぐら環境を市民レベルで創出し、維持・管理できるようマニュアルを作

成する。市民レベルでの環境整備に係る支援体制を確立する。 

□ 新規分散地域での説明会や意見交換会を開催する。各地域の懸念事項について丁寧に意

見交換する。 

□ 企業 CSR活動や ESG活動、SDGsの取り組みへの支援や協力を行う。 
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○道道 53号線におけるタンチョウ交通事故防止の取組について 

 

 令和４年９月、鶴居村下幌呂地区の道道 53 号線上において、自動車との衝突による

タンチョウの死亡事故が発生した。 

 道道 53 号線沿いでは、例年、村内の他の地区においてもタンチョウの飛来が確認さ

れており、同様の事故を未然に防ぐべく、鶴居村は道路管理者である北海道釧路総合振

興局釧路建設管理部へ注意標識の設置を要請することとした。同時期に釧路管内でタン

チョウの交通事故が複数発生していたことを踏まえ、環境省もそれに同行した。 

 建設管理部においても「事故の発生は道路管理上も好ましくない」と事故対策実施の

意向が一致し、標識の設置について受諾いただいた。また、道道上にある電光掲示板２

箇所への注意喚起文の掲載についても同時に依頼し、こちらも了解いただいた。 

 

＜電光掲示板の表示＞ 

 

＜電光掲示板位置図＞ 

  



＜標識設置位置図＞ 

 


